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山武郡市広域水道企業団における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（後期） 

 

令和３年４月１日   

山武郡市広域水道企業団企業長 

 

 

 山武郡市広域水道企業団（以下「企業団」という。）における女性職員の活躍の推進に関

する特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「法」という。）第１９条に基づき、企業

長が策定する特定事業主行動計画です。 

 

１ 計画期間 

  本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間とします。 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

  企業団では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、職員の人事、服務、

研修及び労務管理を担当する事務局総務課において、本計画の策定・変更、本計画に基づ

く取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等を行うこととします。 

 

３ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

（１）女性職員の活躍に関する状況把握・課題分析 

  法第１９条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定

事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」

という。）第２条に基づき、企業団事務局において、女性職員の職業生活における活躍に

関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行いました。 

 

ア 把握時点・把握期間 

  時点で状況把握する項目については令和２年４月１日とし、期間で状況把握する項目に

ついては原則令和元年度としました。 

 

イ 把握項目 

①女性職員の採用割合（令和元年度） 

 全体 事務 技術 

職員 ２５.０％ １００.０％ ０.０％ 
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  関連項目 採用試験受験者の女性割合 

 全体 事務 技術 

職員 ４７.６％ ６６.７％ ２２.２％ 

 

【状況】 

令和元年度の新規採用職員は４名で、そのうち女性は１名（事務職１名）です。 

また、令和元年度に実施した採用試験の受験者は２１名で、そのうち女性は１０名 

です。 

 

②継続勤務年数の男女差 

 女性 男性 差 

職員 １１年３か月 １２年２か月 －１１か月 

 

【状況】 

継続勤務年数の男女差はわずかであり、男性、女性共に継続して就業しています。 

 

③超過勤務の状況（時間外勤務手当が支給されない職員を除く） 

職員一人当たり                          （時間） 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

３ ３ ４ ５ ４ ４ １４ ６ ４ ３ ４ ３ 

 

   上限を超えて勤務した職員数 

    月４５時間   ０人 

    年３６０時間  ０人 

 

【状況】 

時間外勤務手当の支給対象となる職員３６名、再任用５名の平均超過勤務時間です。 

一人当たりの各月の超過勤務時間は予算編成時期にあたる１０月が最も多くなっ 

ています。 

 上限時間を超えて勤務した職員はおりません。 

 

④管理的地位（課長級以上）にある職員に占める女性職員の割合 

 課長級以上 

職員 １６.７％ 
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⑤各役職段階の職員の女性割合 

 局長級 課長級 課長補佐級 係長級 

職員 ０.０％ ２０.０％ ０.０％ １１.１％ 

 

【状況】 

管理的地位にある職員（課長級以上の職員）６名のうち女性は１名です。 

課長補佐級の職員５名はすべて男性、係長級の職員９名のうち女性は１名です。 

 

⑥男女別の育休取得率・平均取得期間 

    男性 女性 

職員 ０.０％ 制度利用可能な職員無し 

 

【状況】 

育児休業取得の対象となる３歳未満の子どもを養育している職員は男性が４名で、 

そのうち２名が令和元年度に新たに育児休業が可能となりましたが、育児休業を取得 

した職員はおりません。 

  

⑦男性の配偶者出産休暇等の取得率・平均取得日数 

  配偶者出産休暇 

 取得率 平均取得日数 

職員 １００％ ４日 

 

  育児参加等のための休暇 

 取得率 平均取得日数 

職員 ７７.８％ １日６時間 

 

【状況】 

配偶者が出産した職員は２名で配偶者出産休暇を取得しました。 

育児参加等のための休暇取得の対象となる中学校就学の始期に達するまでの子を 

養育している職員は、男性が９名でそのうち７名が育児参加等のための休暇を取得し 

ました。 

なお、育児参加等のための休暇取得の対象となる子を、令和２年４月１日から「義 

務教育終了前の子」に拡大しました。今後も休暇制度を職員に周知し、取得率の向上 

に繋げます。 
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（２）女性職員の活躍の推進に向けた目標 

  上記の現状分析に基づき女性職員の活躍を推進するため次のとおり目標を設定します。 

   

 〇女性職員の採用の拡大 

  計画期間中に実施する採用試験の受験者総数に占める女性割合を、２５％以上にします。 

 

 ○男性職員の育児休業取得の促進 

  令和７年度までに男性職員の育児休業取得率を、３０％以上にします。 

 

 

４ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組 

  ３（２）で設定した数値目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。 

 

 〇職員採用募集時におけるパンフレットや職場見学会等で、女性も活躍できる職場である

ことをアピールし、女性の受験者の増加を目指します。 

 

 ○男性も育児休業を取得できることについての周知を図り、育児休業を取得しやすい職場

づくりに努め、男性職員の育児休業の取得を促進します。 

 


